























































































































































































































































































































































































































































































































































































定数項 1 且 ?? 合計再分配比率
κ ％ ％ ％ 彩
ジニ係数 一34 58 一10 86 100
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　　計算が複雑すぎるという欠点をもつ。
　以上，理論的には五つの方法が考えられるが，戦後わが国で物価溺整減税と
して実施されてきた方法は，自動調整方式ではない自由裁量方式による（1）のや
り方が申心であった。人的控除の引き上げによる滅税が，昭和52年まで毎年の
ように行なわれてきたのである。また，（2）の方式に含まれる給与所得控除につ
いても毎年のように控除率やその適用区分の引き上げが行なわれ，この人的控
除と給与所得控除とを合計した課税最低隈の引き上げという形で物価調整減税
が実施された。しかし，課税最低隈を引き上げ，実質タームで同一に維持する
だけでは，物価調整は不完全である。実質税負担を物価上昇前と同一水準に維
持するためには，累進税率が適用される所得ブラケットを物価にスライドさせ
て拡大しなければなら恋い。つまり，（1）と（2）の方式を組み合せて実施すること
が必要となる。ω
　第7表は第6表の例について，（1）人的控除をイソデクシングした場合，（2）人
的控除と給与所得控除の両方をイソデクシングした場合，（3）さらに，その上に
税率表の所得ブラケットをもインデクシングした場合の三つのケースを示して
ある。（ユ）から（3）のケースに移るにつれて，明瞭に実効税率は低下している。ど
のケースについても，インデクシングをしたいときの税額の増加率は，低所得
層ほど高く，物価上昇が低所得層に及ぼす影響は大きい。実効税率についても
低所得層に与える影響は人的控除をイソデクシソグしないときが最も大きい。
しかし給与所得控除の控除率適用区分や累進税率適用の所得ブラケットをイン
デクシングしないとき，その負の影響は上位所得層ほど大きくなっている。と
くに，累進税率適用の所得ブラケットを物価にスライドさせて拡犬したい場合，
上位所得層におげる実効税率の上昇は大きい。
　前述のように，昭和52年以降，わが国の所得税制は給与所得控除が一部改正
された以外には固定されたままで，物価調整減税が行なわれておらず，第7表
の例が示すように物価上昇による犬幅な負担増が生じている。121
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注（ユ）宇囲川壕仁（1974）を参鰯。モデルを使って具体的に示している。
　（2）本論では分析を所弩税に隈定しているため考察していないが，往民税とくに市町
　　村民税について’も物価上昇の影響を考える必要があ飢市町村民税の標準税率表は
　　55年に改正され，物価上昇にもかかわらず，累進税率の適用される所得ブラケット
　　が狭められ，増税されている宙
V皿　む　す　び
　本論では，まず給与所得課税について，昭和40年以降の課税最低隈と税率の
推移を考察し，ついで給与所得課税が所得の再分配に如何なる影響を及ぽして
いるのか，また近年の物価上昇によってどのような影響を納税者は被っている
のかという二つの視点から分析した。
　昭和52年以来，所得税制は殆んど変更されていないため，物価上昇により実
質税負担は増加し，所得再分配機能にも障害が生じている。とくに，低・中所
得層に対する税負担は相対的に増カロしており，早急に何らかの救済措置をとる
必要があろう。しかし，物価調整減税といっても，自動調整的なインデクセー
ショソを導入することは，まだ時期尚早と思われる。その理由は，物価上昇と
いっても2ケタ台の上昇率ではなく，比較的安定しているため，毎年の如く調
整する必要はなく，また財政赤字を抱えている現状では，毎年減税することは
実際上，不可能であろう。
　しかL，20％以上の物価上昇のもとで5年問減税なしでは，所得税制に歪み
が生じるのが当然であり，少友くとも数ケ年に一度は自由裁量的た調整措置が
必要である。具体的な措置としては，高所得層に有利となる税率表の改訂より
も課税最低隈の引き上げが望ましい。給与所得者については，給与所得控除の
引き上げが望まれる。給与所得者は他g所得者に比較して相対的に不利な立場
におかれており，負担の公平という観点からも是正が必要であろう。所得控除
は高い隈界税率の適用される高所得層ほど有利に作用するという佳質をもつた
め，税額控除の形に改めた方が良いかも知れない。しかし，給与所得に関して
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は他の所得よりも高所得者は少ないので，それ程大きな違いはないと思われ乱
　最後に，給与所得課税との関違で，所得税制全般について若干触れておこう。
給与所得老に対する減税の必要性は述べたが，所得税制そのものについても大
幅な見直しが必要であろう。まず，負担の公平という観点からは他の所得に対
する捕捉率を高め，各種控除を見直し，包括的な課税べ一スを確立する必要が
ある。また，これまでの物価調整減税によって，所得税の累進性が弱められて
いるが，この他廷も利子配当所得の特別減税や土地譲渡所得の軽課といった政
策滅税によって所得税全体の累進性はかなり弱められている。これらの政策減
税が，所得再分配に及ぽす負の効果は無視できないものがある。いずれにして
も，財政再建のための増税を論議する前に，所得税制の抜本的た再検討と改革
が必要とされよう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1982年10月）
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